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は じ め に 

 

 本マニュアルは、府中市における「地震」、「火災」、「風水害」その他による大規

模災害（以下、「災害」という。）の発生に備えて被害を未然に防止するため、又は災

害が発生した場合に被害を最小限にとどめるために、東京外国語大学における防災の組

織、災害時の対応を定めたものです。 

 

Ⅰ 日常の心得 

 建物・火気使用設備などが地震時に受ける倒壊等の被害を最小限にするため、担当者

を決めて定期的に点検を実施する。 

（１） 建物等の非常口や災害時の避難場所を確認しておくこと。 

（２） 書棚等転倒の恐れのあるものには転倒防止措置を講じておくこと。 

（３） 重い物、割れやすい物を書棚の上などに置かないこと。 

（４） コード配線等を整理し、必要のない電気器具のコンセントを抜いておくこと。 

（５） 廊下や階段、出入口に避難の妨げになるものを置かないこと。 

（６） 災害発生時の通報体制を整備・確認しておくこと。 

（７） 被災時の居場所の確認のため、緊急連絡網を整備し携帯しておくこと。 

（８） 非常時の持ち出し品については、事前に確認すること。 

（９） 消火器、屋内消火栓等設置場所を事前に確認すること。 

（１０）災害等に係る対策本部（Ⅱに記載）が設置された場合の自分の役割を確認して

おくこと。 

 

Ⅱ 災害発生時の対応組織 

１．危機対策本部 

学長は、災害の対処のために必要と判断する場合は、国立大学法人東京外国語大学に

おける危機管理に関する規程（以下、「危機管理に関する規程」という。）第１８条に

基づき、危機対策本部（以下、「対策本部」という。）を設置する。 

（１）災害が発生した場合の設置基準 

  対策本部は、次の基準に基づき学長の判断で設置される。災害が勤務時間外に発生

した場合は、学長又は出勤できた上位の職員が対策本部を設置するものとする。 

① 地震の場合は、気象庁が発表する震度を基準として、府中市において震度６弱以上

が観測された場合とする。 

② 震度５強以下の地震、風水害、火災等の場合は、災害の規模、被害の状況に応じて

学長が判断する。 

（２）構成員 

① 本部長：学長 

② 副本部長：事務局長 

③ 本部員：理事、副学長、部局長、総合情報コラボレーションセンター長、保健管理 

センター所長、総務企画部長、学務部長 

④ 事務：総務企画課 
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（３）役割 

① 危機対策業務及び復旧業務を総括し、危機対策について大学としての意思決定を行

う。 

② 対策本部の構成員を招集し、各対策班を指揮して必要な対策を講じる。 

③ 情報収集（被害状況、安否情報等）を行って、各対策班及び関係者に対し、必要な

情報を提供する。 

④ その他 

（４）対策本部の設置場所 

  対策本部の設置場所は、本部管理棟２階中会議室とする。なお、この会議室に設置

が困難な場合には、学長の判断により、アジア・アフリカ言語文化研究所３階会議室

等とする。 

 

２．対策班 

対策本部設置の連絡を受けた職員は、次のとおり対策班を組織し、各任務に当たるこ

ととする。 

（１）総務・広報班 

① 構成員 

班長：総務企画課長 

班員：総務企画課、広報・社会連携課、アラムナイ室の職員の中から班長が指名す

る者 

② 担当業務 

a. 対策本部の運営 

b. 関係機関との連絡調整 

c. 職員の動員命令 

d. 各班との連絡調整 

e. 学内外の災害情報の収集・整理 

f. テレビ、ラジオ等による近隣の災害情報等（火災、交通機関等）の収集・整理 

g. 報道機関への対応 

h. その他 

（２）施設管理班 

① 構成員 

班長：施設企画課長 

班員：会計課、施設企画課の職員の中から班長が指名する者 

② 担当業務 

a. 初期消火対応 

b. ライフライン（電気・水道・ガス）の状況確認、非常電源の確保 

c. 施設設備、地面等の被害状況確認 

d. 立ち入り禁止区域の措置 

e. 食糧の管理 

f. 対策本部に必要な設営準備 

g. その他 
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（３）避難誘導班 

① 構成員 

班長：学生課長 

班員：研究協力課、学術情報課、国際化拠点室、教務課、学生課、留学生課、研究 

員事務課の職員の中から班長が指名する者 

② 担当業務 

a. 避難、救出、救援、救護等の検討・調整 

b. 避難場所への誘導 

c. 避難場所へ誘導した人員の把握・本部への連絡 

d. その他 

（４）応急救護班 

① 構成員 

班長：人事労務課長 

班員：人事労務課、入試課、保健管理センターの職員の中から班長が指名する者の 

他、必要に応じて 

班長は産業医の協力を得ることができる。 

② 担当業務 

a. 負傷者の応急手当 

b. 負傷者に診療可能な病院へ運搬手配 

c. 疾病の予防、衛生管理 

d. その他 

（５）情報通信班 

① 構成員 

班長：情報企画室長 

班員：情報企画室の職員の中から班長が指名する者 

② 担当業務 

a. 情報通信網の被害状況確認 

b. 情報通信網の整備 

c. 対策本部の通信インフラ設営準備 

d. その他 

 

Ⅲ 災害時の対応 

１．地震発生時の対応 

（１）勤務時間中に強い揺れが発生した場合 

① 地震発生時は以下の行動をとり、身の安全を守ることを第一とし、揺れが収まり次

第、慌てず避難する。 

a. 火気使用設備やヒーター等の発熱機器の近くにいる者は直ちに消す。 

b. 出入口の近くにいる者はドアを開けて避難口を確保する。 

c. 什器の転倒、窓ガラスの飛散、照明器具等の落下物に注意する。 

d. 揺れが収まるまで机の下に入るなど、身の安全を確保する。 

e. エレベーターに乗っている者は、最も近い階に止めて脱出する。 



 - 4 - 

② 地震に伴い火災が発生した場合はⅢ ２．火災発生時の対応 に基づき行動する。 

③ 避難の際は、以下の事項を遵守する。 

a. 窓ガラス及び蛍光灯等の危険物から離れる。 

b. ドアを開けて出口を確保する。 

c. 落下物に注意する。 

d. エレベーターを使用せず、階段を使用し避難する。 

e. 出火階及びその上階の者を優先し、忘れ物等のため再び戻ることのないようにす

る。 

f. 建物の倒壊等の危険がある場合は、速やかに屋外運動場へ避難する。 

g. 誘導灯を目印に、安全な経路で避難する。 

h. 屋外に出た場合、建物等から離れて行動する。 

④ 避難後は対策本部の指示に従い行動する。 

⑤ 授業・入学試験実施時、教授会等の各種会議開催時に、強い揺れが発生した場合に

おいては、教職員は、学生や学外者等に対して、上記①～③の対応をとるよう指示、

誘導する。 

 

（２）休日等の勤務時間外又は出張時において地震が発生した際、危機対策本部員及び

各対策班の班長は以下の対応をとる。 

① 府中市において、震度６弱以上の地震が発生した場合は、対策本部に自発的に参集

する。参集に当たっては、以下の点に注意する。 

a. 家族、家屋等の安全を確認した後、速やかに参集する。ただし、本人又は家族等

が重大な被害を受けた場合においては、必要以上に無理をせず、参集可能となっ

た時点で参集する。 

b. 参集に当たっては、交通、道路事情の情報をよく確認し、状況に応じた手段で参

集する。 

c. 参集途上において、途中の被災状況を可能な限り把握し、情報収集に努める。 

d. 参集のときは、筆記用具を携帯する。また、24 時間体制となることも考えられ

るので、生活に必要なものを、日頃から準備しておく。 

e. 各班長は、副班長・班員に参集を呼びかけることができる。ただし、参集の呼び

かけの対象となる副班長・班員は、事前に指名しておく。 

② 府中市において、震度５強以上の地震が発生した場合は、総務企画課において、「勤

務時間外における緊急時の連絡先」等を用いて、速やかに情報の共有を図り、教職

員及び施設等の被害状況の把握に努める。また、危機対策本部員は、被害状況等を

把握した場合は、総務企画課に連絡する。 

 

２．火災発生時の対応 

火災が発生した場合は、落ち着いて速やかに初期消火を行うことが大切です。 

（１）早く知らせる 

①「火事」ということを大声で叫び、近くの人に早く知らせるようにする。 

②非常ベルがあれば使用し、慌てずに１１９番に通報する。 

③守衛所に火事を知らせる。 
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④指導教員・所属の担当事務に連絡する。 

（２）早く消火する 

①身の安全を守るための脱出口を確保してから、バケツ、消火器、濡れた布などを使

って消火に当たる。 

②必要に応じて自衛消防組織を編成し、消火活動に当たる。 

③消防隊が到着した場合には、火災の延焼状況を報告するとともに、可能な範囲で消

火活動に協力する。 

（３）早く避難する  

① タオルやハンカチで鼻と口を覆い、煙を吸わないようにできるだけ姿勢を低くして

避難する。 

② 誘導灯を目印に、安全な経路で避難する。煙で前が見えない場合は、壁に手を当て

方向を確認しながら避難する。 

③ 避難する時は、燃えている部屋の窓やドアを閉め、延焼をできるだけくい止める。 

④ エレベーターは使用しない。 

⑤ 一度避難したら再び戻らない。 

 

３．風水害発生時の対応 

（１）風水害発生前 

① 気象情報に注意しながら、自分の居室のある建物の点検を行い、必要に応じて補強

する。また屋外の飛散する恐れのある物を屋内に搬入する。 

② 車やバイク等も必要に応じて移動させる。 

③ 低地においては土嚢を準備するなど、浸水防止につとめる。 

（２）風水害発生時 

① カーテンやブラインドにより窓ガラスの飛散に備えるとともに、窓ガラスから離れ

る。 

② むやみに建物の外には出ない。 

 

４．安否確認 

（１）学生の安否確認 

① 学生用「大規模地震対応マニュアル」に基づき、安否確認システムから安全確認の

ための一斉メールを送信する。留学生については、留学生課とも協力し、安否確認

を行う。 

② 就業時間内の場合は、学生を避難場所に誘導後、避難誘導班が教員等の協力を得て

避難した学生の学籍番号と氏名を確認し、避難場所に待機する学生名簿を作成す

る。（学生名簿は学務部にて常備する。） 

③ 就業時間外の場合は、館内放送設備等により、避難場所に避難するように指示をす

る。 

④ 学務部に学生の被災情報が寄せられた場合は、学生の所属及び氏名を確認のうえ、

対策本部に連絡する。 

⑤ 学務部において、「大規模地震対応マニュアル」を学生に配付し、緊急連絡先を周

知しておく。 
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（２）教職員の安否確認 

① 対策本部に教職員名簿を設置する。（教職員名簿は人事労務課にて常備する。） 

② 就業時間中の場合は、教員は学生とともに避難場所に移動する。事務職員は教室外

にいる学生等を誘導しつつ、避難場所へ移動する。 

③ 就業時間外の場合は、館内放送設備等により、避難場所に避難するように指示をす

る。教職員は、学生を避難場所へ誘導しつつ、避難場所へ移動する。 

④ 避難誘導後、避難誘導班と協力し、避難した教職員の氏名を確認し、待機場所に避

難する教職員名簿を作成する。 

⑤ 事務職員については、各課長又は室長等が各課に所属する事務職員（非常勤職員を

含む）の安否を確認し総務企画課へ報告する。 

⑥ 教員に対しては、安否確認システムから安全確認のための一斉メールを送信し、安

否確認を行う。特定外国語教員については、国際化拠点室とも協力し、安否確認を

行う。 

 

５．帰宅困難者への対応 

（１）帰宅判断 

  対策本部として学生や教職員に帰宅指示等を行った場合は、学生や教職員は以下の

点に留意して行動するものとする。 

① 公共交通機関が不通となった場合、帰宅の判断に迷う場合は、住居が大学構内から

10km 以内にあるか否かを目安とする。併せて、地震の規模、火災の発生状況、地

震が発生した時間、交通機関の運行状況、停電の有無、自身の体調や体力を考え、

帰宅するかどうかを判断するものとする。 

② 学生及び教員は帰宅する場合は、避難誘導班に報告のうえ、帰宅する。 

③ 職員が帰宅する場合は、各自所属する課（室）の長等に報告のうえ、帰宅する。 

④ 避難誘導班及び各課（室）は帰宅の報告をとりまとめたうえ、対策本部に報告する。 

⑤ 帰宅せずに学内の避難場所の利用が必要となる場合は、対策本部が指定する待機場

所にて、引き続き待機する。 

（２）備蓄品 

  備蓄品の管理・配給は、対策本部の指示の下、施設管理班が避難誘導班と協力して

行うものとする。 

 

Ⅳ 避難場所等 

１．避難場所 

  避難場所は別紙４のとおりとする。 

 

２．屋内避難場所 

  屋内避難場所は別紙５のとおりとする。 

 

３．AED 配置場所 

  AED 配置場所は別紙６のとおりとする。 
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Ⅴ 避難住民の受け入れ等 

１．避難住民の受け入れ 

台風等の風水害や大地震の際には、被災の状況や府中市による避難情報を踏まえて、

地域住民が本学に避難してくることを想定しておく。避難住民の受け入れに当たって

は、対策本部にて学内施設の安全が確認された場所を避難場所に定め、避難住民の誘

導を行うこととする。 

 

２．避難所等への案内 

  府中市・警察・消防と連携し、災害による被害状況等を情報収集する。府中市から

避難住民への避難所の案内（防災行政無線、広報車、メール配信等）を確認の上、開

設されている避難所等に避難住民を案内する。 

（１）一時避難所（災害により家屋に大きな被害を被った方が避難生活をする市立小

中学校等の体育館を市が指定）・指定避難場所（市立小中学校等の校庭を市が

指定） 

・白糸台小学校 

・府中第十小学校 

・府中第二中学校 

（２）広域避難場所（大規模な延焼火災などを回避するために必要な面積を有するオ

ープンスペースとして市が指定） 

    ・多磨霊園・武蔵野公園 

    ・武蔵野の森公園・府中朝日フットボールパーク 
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別紙１ 
 
災害対応組織の編成 
 

危機対策本部 

（対策本部の設置）国立大学法人東京外国語大学における危機管理に関する規程第１８条 
 学長は危機事象の対処のために必要と判断する場合は、速やかに当該事態に係る危機対策
本部を設置するものとする。 

危機対策本部 
 本部長：学長 
 副本部長：事務局長 
 本部員：理事、副学長、研究院長、学部

長、AA 研所長、保健管理センター長、
総務企画部長、学務部長 

事務：総務企画課 

●危機対策業務及び復旧業務を総括し、危機対策
について大学としての意思決定を行う。 
●対策本部の構成員を招集し、各対策班を指揮し
て必要な対策を講じる。 
●情報収集（被害状況、安否情報等）を行って、
各対策班及び関係者に対し、必要な情報を提供す
る。 
 

  
 
 
 

班名・班長・班員 主な業務内容 
総務・広報班 
 班長：総務企画課長 
 班員：総務企画課、広報・社会連携課、 

アラムナイ室 
 
 

●対策本部の運営 
●関係機関との連絡調整 
●職員の動員命令 
●各班との連絡調整 
●学内外の災害情報の収集・整理 
●テレビ、ラジオ等による近隣の災害情報等（火

災、交通機関等）の収集・整理 
●報道機関への対応 
●その他 

施設管理班 
 班長：施設企画課長 
 班員：会計課、施設企画課、情報企画室 
 

●初期消火対応 
●ライフライン（電気・水道・ガス）の状況確認 
●情報伝達網の整備 
●立ち入り禁止区域の措置 
●食糧の管理 
●対策本部の設営準備 
●その他 

避難誘導班 
 班長：学生課長 
 班員：研究協力課、学術情報課、国際化拠

点室、教務課、学生課、留学生課、研究

院事務課 
 

●避難、救出、救援等の検討・調整 
●避難場所への誘導 
●避難場所へ誘導した人員の把握・本部への連絡 
●その他 

応急救護班 
 班長：人事労務課長 
 班員：人事労務課、入試課 

●負傷者の応急手当 
●負傷者に診療可能な病院へ運搬手配 
●疾病の予防、衛生管理 
●その他 
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自衛消防組織 

（自衛消防組織）国立大学法人東京外国語大学防火管理規程第１２条 
 火災、震災、その他の災害に対処するため、東京外国語大学自衛消防隊を置く。 

自衛消防隊 
 隊長：事務局長 
 副隊長：施設企画課長 

●自衛消防隊を設置する。 
●自衛消防隊を総括する。 
 

  
 
 
 

班名・班長・班員 主な業務内容 
通報・連絡（情報）班 
 班長：総務企画課長 
 班員：総務企画課、広報・社会連携課、 

アラムナイ室 
 
 

●消防機関への通報及び通報の確認 
●館内への非常通報及び指示命令の伝達 
●関係者への連絡 
●災害状況の情報収集 
 

施設管理班 
 班長：施設企画課課長補佐 
 班員：施設企画課、会計課 
 

●出火階へ直行し、屋内消火栓による消火作業に

従事 
●消防隊との連携及び補佐 
●火災発生地区へ直行し、防火シャッター、防火

戸、防火ダンパー等の閉鎖 
●非常電源の確保 
●エレベータの非常時の措置 
 

避難誘導班 
 班長：学生課長 
 班員：研究協力課、学術情報課、国際化拠

点室、教務課、学生課、留学生課、研究

院事務課 
 

●出火階並びに上層階に直行し、避難開始の指示

命令の伝達 
●非常口の開放並びに開放の確認 
●避難上障害となる物品の除去 
●逃げ遅れた者の確認及び本部への連絡 
 

応急救護班 
 班長：人事労務課長 
 班員：人事労務課、入試課 

●応急救護所の設置 
●負傷者の応急処置 
●救急隊との連携、情報の提供 
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別紙２ 
危機発生時の連絡体制  
 

 
（ ）の番号は内線電話の番を示す。 
                  【被害状況等確認】 
 
 
 
                            【状況報告】 
                【状況報告】            
 

【対策の検討】 
                                【対策本部設置の判断】 
                【対策の指示】 
 

【状況報告/対策本部への招集】 
 
 
 
        【指示】 
 
 
 
 
 
 
                  【状況報告/対策本部への招集】 
 
                    
                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【状況報告/対策本部への招集】 

 
総務企画課長 
（５１４９） 

当事者 
通報者 

学長 
（５１２０） 

理事 
（５１２３） 
（５８５４） 

副学長 
（５５２８） 
（５５３９） 
（５５２０） 

事務局長 
（５１２１） 

管理室 
（５１１０） 
（５４１９） 

施設企画課長 
（５１４１） 

学務部長 
（５１６１） 

総務企画部長 
（５５２６） 

アラムナイ室長 
（５１２４） 

人事労務課長 
（５１２４） 

会計課長 
（５１３１） 

研究協力課長 
（５５９０） 

学術情報課長 
（５１９１） 

広報・社会連携課長 
（５７５２） 

国際化拠点室長 
（５９３１） 

学生課長 
（５１７１） 

教務課長 
（５１６２） 

入試課長 
（５１７８） 

留学生課長 
（５１８１） 

研究院事務課長 
（５５５８） 

研究院長 
（５２０１） 
（５８２５） 

学部長 
（５２０１） 
（５２０１） 

A・A 研所長 
（５６０１） 

保健管理 
センター長 

（５１８６） 

情報企画室長 
（５１２４） 

【通報】 
キャンパス 

110 番（５１１０） 
※５４１９も可 
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別紙３ 

緊急連絡先  
 
 
 文部科学省（代表 ： ０３－５２５３－４１１１ 
       夜間 ： ０８０－４３２７－９０８９） 
  ○人的被害・休校等：文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付防災調整係 

 ０３－６７３４－２２９０ 
  ○施設被害    ：文教施設企画・防災部計画課 ０３－６７３４－２２９８ 
 消防、警察署 
  ○府中消防署 １１９ 又は ０４２－３６６－０１１９（府中市寿町１－５） 
  ○府中警察署 １１０ 又は ０４２－３６０－０１１０（府中市府中町１－１０－５）   
  ○府中消防署朝日出張所 １１９ 又は ０４２－３６３－０１１９（府中市朝日町３－１３） 
 自治体（府中市） 
  ○府中市役所 ０４２－３６４－４１１１（府中市宮西町２－２４） 
  ○府中市防災危機管理課 ０４２－３３５－４２８３ 
             （府中市寿町１－５府中市中央防災センター内） 
 公共交通機関 
  ○多磨駅 ０４２－３６９－２０１０ （府中市紅葉丘３－４２－２） 
  ○西武鉄道 お客様センター ０４－２９９６－２８８８  
  ○JR 東日本 お問い合わせセンター ０５０－２０１６－１６００ 
 電気・ガス・水道 等 
  ○東京電力エナジーパートナー センター ０１２０－９９５－６６２ 
  ○東京ガス お客様センター ０５７０－００２－２１１ 
  ○NTT 東日本 （故障）１１３ 又は ０１２０－４４４－１１３（携帯電話から） 
  ○東京都水道局 多摩お客様センター ０５７０－０９１－１００ 
                    又は０４２－５４８－５１１０ 
 近隣病院 
  ○東京都立多摩総合医療センター 代表０４２－３２３－５１１１ 
                   (府中市武蔵台２－８－２９） 
  ○榊原記念病院 ０４２－３１４－３１１１（府中市朝日町３－１６－１） 
 広域避難所 
  ○多磨霊園 ０４２－３６５－２０７９（府中市多磨町４－６２８） 
  ○都立武蔵野公園  ０４２－３６１－６８６１（府中市多磨町２－２４－１） 
  ○都立武蔵野の森公園 ０４２－３６５－８４３５（府中市朝日町３－５－１２） 
  ○府中朝日フットボールパーク ０４２－３６４－８７３３（府中市朝日町３－７） 
 近隣大学等 
  ○東京農工大学 総務課総務係 ０４２－３６７－５５０４（府中市晴見町３－８－１） 
  ○電気通信大学 総務企画課総務係 ０４２－４４３－５８６２（調布市調布ヶ丘１－５－１） 
  ○国際基督教大学 総務グループ ０４２２－３３－３０１３（三鷹市大沢３－１０－２） 
  ○アメリカンスクール・イン・ジャパン ０４２２－３４－５３００（調布市野水１－１－１） 
 その他  
  ○災害用伝言ダイヤル １７１ 
  ○公衆浴場「藤の湯」 ０４２－３６１－４４２２（府中市朝日町２－２７－２０） 
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別紙４ 
避難場所 
 
 避難場所は、通常は、屋外運動場とする。ただし、実際にどの避難場所を使用するのかは、災害

及び建物の状況を踏まえて、本部長が判断する。 
 
 
 

最新の情報に要更新 
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別紙５ 
 
屋内避難場所 
 
 
 
 屋内避難場所は、（１）から（９）とする。（収容人員数 約 ５，７００人） 
 
（１） 研究講義棟      （ 約 ２，４００人） 
 
（２） 附属図書館         ( 約 ６００人） 
   
（３） 大学会館              （ 約 ２００人） 
 
（４） 屋内運動場             （ 約 ５００人） 
  
（５） アジア・アフリカ言語文化研究所（ 約 ６００人） 
 
（６） 本部管理棟             （ 約 ３００人） 
 
（７） 留学生日本語教育センター（ 約 ５００人） 
 
（８） 国際交流会館           （ 約 ４００人） 
 
（９） アゴラ･グローバル      （ 約 ２００人） 
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別紙６ 
 
 
AED 配置場所 
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